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平成２８年労第１８４号   

 

主  文 

本件再審査請求を棄却する。 

 

理  由 

 

第１ 再審査請求の趣旨及び経過 

１ 趣  旨 

再審査請求人（以下「請求人」という。）の再審査請求の趣旨は、労働基準監督

署長（以下「監督署長」という。）が平成○年○月○日付けで請求人に対してした

労働者災害補償保険法（昭和２２年法律第５０号。以下「労災保険法」という。）

による療養補償給付を支給しない旨の処分を取り消すとの裁決を求めるというに

ある。 

２ 経  過 

請求人は、平成○年○月○日、Ａ株式（以下「会社」という。）に雇用され、平

成○年○月○日からはＢ所在の同社Ｃ支店（以下「事業場」という。）に異動とな

り、大型トラックの運転業務に従事していた。 

請求人は、平成○年○月○日、業務中の災害により「左中足骨骨折」の負傷（以

下「本件負傷」という。）をし、療養を継続した結果、平成○年○月○日をもって

治ゆ（症状固定）となり、治ゆ後残存する障害については、労働者災害補償保険

法施行規則別表第１に定める障害等級第９級と認定された。 

請求人によると、復職に向けた話し合いの中で上司から受けた言動や後遺障害

によりトラック運転業務ができなくなる不安などから、平成○年○月から不眠が

多くなったとして、同年○月○日、Ｄクリニックに受診し、「うつ病」と診断さ

れた。 

請求人は、精神障害を発病したのは業務上の事由によるものであるとして、監

督署長に療養補償給付を請求したところ、監督署長は、請求人に発病した精神障

害は業務上の事由によるものとは認められないとして、これを支給しない旨の処

分をした。 

請求人は、この処分を不服として、労働者災害補償保険審査官（以下「審査官」
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という。）に審査請求をしたが、審査官は、平成○年○月○日付けでこれを棄却し

たので、請求人は、更にこの決定を不服として、本件再審査請求に及んだもので

ある。 

第２ 再審査請求の理由 

（略） 

第３ 原処分庁の意見 

（略） 

第４ 争  点 

本件の争点は、被災者に発病した精神障害が業務上の事由によるものであると認

められるか否かにある。 

第５ 審査資料 

（略） 

第６ 事実の認定及び判断 

１ 当審査会の事実の認定 

（略） 

２ 当審査会の判断 

（１）専門部会は、意見書において、請求人は平成○年○月頃にＩＣＤ－１０診断

ガイドラインの「Ｆ３２ うつ病エピソード」（以下「本件疾病」という。）

を発病したと述べており、請求人の症状および診療経過から、当審査会も専門

部会の意見を妥当なものと判断する。 

 この点について、再審査請求代理人（以下「請求代理人」という。）は、本件

疾病の発病時期を同年○月○日と主張しているが、専門部会は、Ｅ医師、Ｆ医

師及びＧ医師の意見書を踏まえた上で、本件疾病の発病時期を同年月頃と判断

しており、当審査会は、上記のとおり、専門部会の意見を妥当なものと判断す

ることから、請求代理人の主張を採用することはできない。 

（２）ところで、精神障害の業務起因性の判断に関しては、厚生労働省労働基準局

長が、「心理的負荷による精神障害の認定基準について」（平成２３年１２月

２６日付け基発１２２６第１号。以下「認定基準」という。）を策定しており、

当審査会としてもその取扱いを妥当なものと考えることから、以下、認定基準

に基づいて検討する。 

   この点について、請求代理人は、認定基準は労災保険法が要求している要件
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以上に厳しい要件を要求することとなってしまい、認定基準に該当するか否か

だけで判断することは誤りである旨述べているが、認定基準は、関連医学分野

の専門家からなる専門検討会における最新の医学的知見に基づく検討結果を踏

まえて策定されたものであって、上記のとおり、その取扱いは妥当なものと考

えるところであるから、請求代理人の主張は採用することはできない。 

（３）「特別な出来事」について 

請求人の本件疾病の発病前おおむね６か月間（以下「評価期間」という。）

において、認定基準別表１「業務による心理的負荷評価表」（以下「認定基準

別表１」という。）の「特別な出来事」の類型に示されている「心理的負荷が

極度のもの」又は「極度の長時間労働」は認められず、「特別な出来事」は見

受けられない。 

（４）「特別な出来事以外の出来事」について 

請求人は、平成○年○月に本件負傷しており、請求人及び請求代理人（請求

人及び請求代理人を併せて、以下「請求人ら」という。）は、請求人の痛み、ト

ラック運転手に復帰できないこと、生活費が途絶える状況であったことなどか

ら、当該出来事による心理的負荷は「強」であると主張しているが、本件負傷

は、本件疾病を発病する○か月前であり、評価期間前の出来事である。しかし

ながら、認定基準によると、業務上の傷病により６か月を超えて療養中の者が、

その傷病によって生じた強い苦痛や社会復帰が困難な状況を原因として対象疾

病を発病した場合には、当該苦痛等の原因となった傷病が生じた時期は発病の

６か月よりも前であったとしても、発病前おおむね６か月の間に生じた苦痛等

が、ときに強い心理的負荷となることに鑑み、特に当該苦痛等を出来事（「重

度」の病気やケガをした（項目１））とみなすこととされており、さらにその

具体例としては、「業務上の傷病により６か月を超えて療養中の者について、

当該傷病により社会復帰が困難な状況にあった、死の恐怖や強い苦痛が生じた」

が示されていることから、当該出来事を認定基準別表１の出来事の類型①の具

体的出来事１「（重度の）病気やケガをした」（平均的な心理的負荷の強度「Ⅲ」）

の当該具体例に照らして評価すると、決定書理由に説示するとおり、請求人は、

本件負傷前と同じ業務ではないものの事業場に職場復帰していることから、社

会復帰が困難な状況にあったとは認められず、当審査会も、当該出来事による

心理的負荷の総合評価は、「中」であるものと判断する。 
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（５）請求人らは、本件負傷に対するＨの対応に関して、認定基準別表１の出来事

の類型⑤の具体的出来事３０「上司とのトラブルがあった」（平均的な心理的

負荷の強度「Ⅱ」）に当てはめて評価すると、当該出来事による心理的負荷の

強度は「強」であると主張している。 

   この点、決定書理由に説示するとおり、会社としては、Ｉが本件負傷の補償

の担当であり、Ｈ及びＪが、本件負傷に対応していなかったことをもって、「上

司とのトラブルがあった」とは言い難く、当審査会も、当該出来事の心理的負

荷の総合評価は「弱」であると判断する。 

また、請求人が、平成○年○月○日に事業場に復帰するに当たり、安全靴の

使用をめぐって、Ｈから注意を受けて、帰宅させられた出来事は、本件疾病の

発病後の出来事であり、本件疾病の発病に関する心理的負荷として評価するこ

とはできない。 

（６）請求人は、本件負傷の療養のため、評価期間は、休業しており、長時間労働

は認められない。 

（７） したがって、本件疾病の発病に関する出来事の心理的負荷の総合評価が「中」

である出来事及び「弱」である出来事が認められるが、評価期間における業務

による心理的負荷の全体評価は「強」に至らず、本件疾病は、業務上の疾病と

は認められないものと判断する。 

（８）なお、請求人らのそのほかの主張についても子細に検討したが、上記判断を

左右するに足るものは見いだせなかった。 

３ 以上のとおりであるので、監督署長が請求人に対してした療養補償給付を支給

しない旨の処分は妥当であって、これを取り消すべき理由はない。 

 

よって主文のとおり裁決する。 


